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を有する法人をいう (法税 2条 1項 3号)｡そし
て､無制限の納税義務者としてその源泉の場所を
国内外問わず､すべての所得に対して納税義務を
負う (法税 4条 1項,5条)｡つぎに､外国法人とは､
内国法人以外の法人のことをいう (法税 2条 1項
4号)｡そして､制限のある納税義務者として源
泉の場所を日本国内としてすべての所得に対して
のみ納税義務を負う (法税 4条 3項,9条)｡
さらに､内国法人は､①公共法人､(釘公益法人
等､③共同組合等､(む人格のない社団等､(9普通
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1 金子宏【2008]12頁.
2 金子宏[2008112頁.
3 金子宏【2008】12頁.
4 金子宏[2008]1貢.
5 金子宏【200812貢.
6 金子宏[2008】4頁.
7 金子宏【200819貢.
8 金子宏[2008】8頁.
9 金子宏【2008]9頁.
10 ガソリンなどの燃料となる油に関する租税で
ある｡
11金子宏[2008】9頁.
12 日本税理士会連合会編[1979】.
13 1898年の旧民法により規定された家族制度
であり､親族関係を有する者のうち､さらに
狭い範囲の者を､戸主と家族として一つの家
に属させ､戸主に家の統率権限を与えていた
制度である｡
14 シャウプ勧告は､連合国軍最高司令官の要請
により1947年に来日したカール ･シャウプ
博士を中心とする使節団により作成され､同
年9月15日に日本税制の全面的改革案とし
て発表されたものである｡
15個人の所得の源泉がどの程度であるかを国家
が決定する｡
16 政府税制調査会【1988】.
17 マル優税制とは､元本350万円までの適用金
融商品の利息を非課税とする措置のことをい
う｡なお､マル優税制の対象者は､1988年
より､障害者等に該当する者 (身体障害者手
帳の交付を受けている者､遺族基礎年金受給
者である被保険者の妻､寡婦年金受給者など)
に限定されている｡
18 財務省【1995].
19 財務省【1999】.
20 ここでの法人税率とは単に､国税としての法
人税率のみを表示しているのであって､実際
に､法人税額を計算する際には､住民税や事
業税などの地方税を含めた法廷実効税率が用
いられている｡なお､2009年における税率
は40.86%である｡
21 ここでいう公益法人とは､従来の公益法人を
指すものとする｡なお､2008年12月1日以降
は､従来の公益法人は廃止され､一般社団法
人及び一般財団法人､公益社団法人及び公益
財団法人が創設されている｡これらの公益法
人の法人税法上の取扱いについては､第4章
で述べている｡
22 課税標準とは税金の納付額を計算する際に､
税額の基礎となり､これに､税制を乗じるこ
とにより､税額を求める基礎となる計算項目
である｡
23 法人税法における事業年度とは､会計期間で
法令で定めるもの､又は法人の定款､寄附行
為､規則､規約その他これらに準ずるもの (定
款等)に定めるものをいう｡法令又は定款等
に会計期間の定めがない場合には､事項の規
定により納税地の所轄税務署長に届け出た会
計期間又は所轄税務署長が指定した会計期間
等を事業年度とする｡ただし､これらの期間
が1年を超える場合は､その機関をその開始
の日以後 1年ごとに区分 した各期間をいう
(法税13条)｡
24 企業計算規則によると1条に企業会計は一般
に公正妥当と認められた会計処理を行わなけ
ればならないと規定されている｡
25 資本等取引とは､法人の資本金等の額の増加
又は減少を生ずる取引､及び法人が行う利益
又は剰余金の分配 (資産流動化法115条1項
の中間配当を含む)をいう (法税22条5項)0
26 金子宏【2008】251頁.
27金子宏【2008】252頁.
28金子宏[2008]256-257頁.
29 中小企業の会計に関する指針とは､日本税理
士会連合会､日本公認会計士協会､日本商工
会議所､企業会計基準委員会の4団体で作成
した指針である｡
30金子宏[2008]258頁.
法人税法と企業会計に関する基礎的考察 149
31金子宏【2008】258頁.
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